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第 103期決算公告 

自 ２０２０年４月１日 

至 ２０２１年３月３１日 

東京都品川区大崎一丁目２番２号 

トピー実業株式会社 
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貸借対照表

（2021 年３月 31日現在） 

（単位：千円） 

科      目 金   額 科      目 金   額 

（ 資 産 の 部 ）  （ 負 債 の 部 ）  

  流 動 資 産 34,369,721   流 動 負 債 25,750,446

    現 金 及 び 預 金 2,892,366     支払手形及び買掛金 15,510,564

    受取手形及び売掛金 21,239,071     電 子 記 録 債 務 3,672,000

    電 子 記 録 債 権 2,657,981     短 期 借 入 金 4,960,000

    商 品 2,722,523 1年内償還予定の社債 300,000

    未 成 工 事 支 出 金 691,735     未 払 法 人 税 等 331,013

    前 渡 金 181,515     前 受 金 376,482

    関係会社短期貸付金 15,320     賞 与 引 当 金 194,000

    関 係 会 社 預 け 金 3,528,430 そ の 他 406,385

    未 収 入 金 161,838

    そ の 他 280,537   固 定 負 債 686,179

    貸 倒 引 当 金 △1,600     長 期 借 入 金 510,000

固 定 資 産 2,620,152     退 職 給付引当金 94,978

有形固定資産 1,223,779 そ の 他 81,201

      建物及び構築物 113,880

      機 械 装 置 152,226 負 債 合 計 26,436,626

      土 地 867,490 （ 純 資 産 の 部 ）  

      そ の 他 90,181   株 主 資 本 10,499,168

    無形固定資産 13,349     資 本 金 480,000

    投資その他の資産 1,383,023     資本剰余金 91,901

      投 資 有 価 証 券 284,302       資 本 準 備 金 91,901

      関 係 会 社 株 式 372,276     利益剰余金 9,927,267

      出 資 金 1,051       利 益 準 備 金 111,400

      関係会社出資金 22,058       その他利益剰余金 9,815,867

関係会社長期貸付金 136,380            買換資産圧縮積立金 139,014

      繰 延 税 金 資 産 341,554     繰越利益剰余金 9,676,852

      そ の 他 227,835   評価・換算差額等 54,078

      貸 倒 引 当 金 △2,435 その他有価証券評価差額金 37,561

    繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 16,517

純 資 産 合 計 10,553,247

資 産 合 計 36,989,874 負 債 純 資 産 合 計    36,989,874
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損益計算書

（自 2020 年４月１日至 2021 年３月 31 日）

（単位：千円） 

科             目 金              額 

  売 上 高 97,511,223

  売 上 原 価 91,617,950

  売 上 総 利 益 5,893,272

  販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,649,756

  営 業 利 益 1,243,515

  営 業 外 収 益 

    受 取 利 息 6,980

    受 取 配 当 金 96,343

    雇 用 調 整 助 成 金 32,219

    そ の 他 24,155 159,699

  営 業 外 費 用 

    支 払 利 息 31,202

    売 上 割 引 6,823

    そ の 他 1,434 39,460

  経 常 利 益 1,363,753

  特 別 利 益 

    投 資 有 価 証 券 売 却 益 17,572 17,572

  特 別 損 失 

    固 定 資 産 売 却 損 136

    固 定 資 産 除 却 損 1,238 1,375

  税 引 前 当 期 純 利 益 1,379,951

  法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 455,390

  法 人 税 等 調 整 額 △45,856 409,533

  当 期 純 利 益 970,417
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個別注記表 

［重要な会計方針に係る事項に関する注記］ 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券 

関係会社株式  移動平均法による原価法 

その他有価証券 時価のあるものは決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価 

差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に 

より算定）時価のないものは移動平均法による原価法 

（２）デリバティブ     時価法 

（３）たな卸資産 

商品      総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿 

価切下げの方法により算出） 

未成工事支出金 個別法による原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く）  定率法 

ただし、1998 年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに 2016

年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法 

（２）無形固定資産  定額法 

自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年間）に

基づく定額法 

３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。 

（２）賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えるため、翌期支給見込額のうち当期負担相当額を計上して

おります。 

（３）工事損失引当金 

採算性の悪化した工事契約等に係る将来の損失に備えるため、その損失見込額を

計上しております。 
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（４）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上しております。退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込

額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっ

ております。なお、数理計算上の差異については定額法により各事業年度の発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12 年）で発生の翌事業年

度から費用処理しております。 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

５．ヘッジ会計の方法

（１）繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約について振当処理の要件を満

たしている場合には振当処理を、金利スワップについて特例処理の条件を満たして

いる場合には特例処理を採用しております。

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象

   ①ヘッジ手段･･･為替予約

    ヘッジ対象･･･外貨建予定取引

   ②ヘッジ手段･･･商品先物取引

    ヘッジ対象･･･商品現物取引

   ③ヘッジ手段･･･金利スワップ

    ヘッジ対象･･･借入金の金利

（３）ヘッジ方針

主として内部規程である社内規約に基づき、為替変動リスク、商品価格変動リスク、

金利変動リスクをヘッジしております。

（４）ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動

又はキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を

評価しております。

ただし、特例処理によっている金利スワップについては有効性の評価を省略してお

ります。

６．収益及び費用の計上基準

当期末までの進捗部分について、成果の確実性が認められる工事については工事進

行基準を、その他の請負工事については工事完成基準を適用しております。
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７．消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

[表示方法の変更に関する注記] 

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更） 

１.「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第 31 号 2020 年３月 31日）

を当事業年度から適用し、個別注記表に「会計上の見積りに関する注記」を記載してお

ります。 

(貸借対照表) 

２.前事業年度まで有形固定資産の「その他」に含めて表示しておりました「機械装置」は

金額的重要性が増したため、当事業年度より、区分掲記しました。 

[会計上の見積りに関する注記］ 

 工事進行基準による収益認識 

  （1）当事業年度の計算書類に計上した金額 

     工事進行基準による完成工事高       6,142,601 千円 

  （2）会計上の見積りの内容に関する理解に資するその他の情報 

     工事収益総額、工事原価総額及び当事業年度における工事進捗度を合理的に見

積り、これに応じて当事業年度の工事進行基準による完成工事高を認識してお

ります。 

     工事進行基準による収益認識の基礎となる工事進捗度は、工事契約毎の実行予算

を使用して見積りを行っております。 

     追加原価の発生や請負金額等の変更等により、工事進捗度が変更される場合に

は、翌年度の計算書類に重要な影響を与える可能性があります。 
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［貸借対照表に関する注記］ 

１．有形固定資産の減価償却累計額        646,576 千円 

２．関係会社に対する短期金銭債権     9,105,070 千円 長期金銭債権  136,380 千円 

          短期金銭債務   8,931,379 千円 長期金銭債務   11,053 千円 

［損益計算書に関する注記］ 

1.関係会社との取引高 

営業取引  

  売上高 39,344,524 千円

  仕入高 31,296,292 千円

  販売費及び一般管理費 336,197 千円

営業取引以外の取引高 94,008 千円

  受取配当金 85,580 千円

  その他 8,428 千円
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［株主資本等変動計算書に関する注記］ 

１．当事業年度末日における発行済株式総数は、普通株式 9,600,000 株であります。 

２．当該事業年度中の剰余金の配当に関する事項 

（１）配当金支払実績 

決議 株式の種類 
配当金の総額

（千円） 

1株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

2020年６月22日 

定時株主総会 
普通株式 345,600 36.00 2020年３月31日 2020年６月23日

2020年11月30日 

取締役会 
普通株式 56,352 5.87 2020年９月30日 2020年12月４日

（２）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円) 

１株当たり 

配当額 

(円) 

基準日 効力発生日 

2021年６月21日 

定時株主総会 
普通株式 553,632 57.67 2021年３月31日 2021年６月22日
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［税効果会計に関する注記］ 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳 

（繰延税金資産）  

  賞与引当金 59,402千円

  事業税 20,209千円

  未払社会保険料 9,718千円

  棚卸資産評価損 4,308千円

  退職給付信託 290,890千円

  貸倒引当金 18,222千円

  退職給付引当金 29,082千円

  ゴルフ会員権評価損 14,239千円

  役員退職慰労引当金 2,618千円

  その他 14,407千円

  繰延税金資産の小計 463,098千円

  評価性引当額 △36,325千円

繰延税金資産の合計 426,773千円

(繰延税金負債)  

  繰延ヘッジ損益 7,289千円

  その他有価証券評価差額金 16,577千円

  買換資産圧縮積立金 61,352千円

繰延税金負債の合計 85,219千円

繰延税金資産(負債)の純額 341,554千円
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［金融商品に関する注記］ 

１．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については安全性の高い金融資産に限定し、また、銀行等金融機関

からの借入及び社債の発行により資金を調達しております。デリバティブは、後述す

るリスクを回避するために利用し、投機的な取引は行っておりません。 

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

受取手形及び売掛金、電子記録債権、関係会社預け金は、顧客の信用リスクに晒され

ています。当該リスクに関しては、信用管理規程に沿ってリスク低減を図っておりま

す。また、外貨建営業債権の為替変動リスクを回避するために、為替予約取引をヘッ

ジ手段として利用しております。 

投資有価証券は主として株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、

上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。 

支払手形及び買掛金、電子記録債務は、そのほとんどが一年以内の支払期日です。ま

た、外貨建営業債務の為替変動リスクを回避するために、為替予約取引をヘッジ手段

として利用しております。 

短期借入金の使途は主として運転資金であり、長期借入金及び社債の使途は主として

設備投資資金であり、このうち長期借入金の一部については、支払金利の変動リスク

を回避し支払利息の固定化を図るために、個別契約ごとに金利スワップ取引をヘッジ

手段として利用しております。 

営業債務、長短借入金及び社債は、流動性リスクに晒されておりますが、毎月、資金

繰計画を作成するなどの方法により管理をしております。  
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２．金融商品の時価等に関する事項 

（単位：千円） 

 貸借対照表 

計上額（*１） 
時価（*１） 差額 

（１）現金及び預金 2,892,366 2,892,366 － 

（２）受取手形及び売掛金 21,239,071 21,239,071 － 

（３）電子記録債権 2,657,981 2,657,981 － 

（４）関係会社預け金 3,528,430 3,528,430 － 

（５）投資有価証券 262,299 262,299 － 

資産計 30,580,150 30,580,150 － 

（６）支払手形及び買掛金 (15,510,564) (15,510,564) － 

（７）電子記録債務 (3,672,000) (3,672,000) － 

（８）短期借入金（*２） (4,720,000) (4,720,000) － 

（９）社債 (*３) (300,000) (300,918) 918

（10）長期借入金（*２） (750,000) (744,241) △5,758

負債計 (24,952,565) (24,947,725) △4,839

（11）デリバティブ取引（*４）

①ヘッジ会計が適用され

ていないもの 

－  － － 

②ヘッジ会計が適用され

ているもの 

23,807  23,807 － 

デリバティブ取引計 23,807 23,807 － 

（*１）負債に計上されているものについては、（ ）で表示しております。 

（*２）一年内返済予定の長期借入金 240,000 千円は（10）長期借入金に含めて表示

しております。 

（*３）一年内償還予定の社債 300,000 千円は（９）社債に含めて表示しております。 

（*４）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、

合計で正味の債務となる項目については（ ）で表示しております。 

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

（１）現金及び預金、並びに、（２）受取手形及び売掛金、（３）電子記録債権、（４）関係 

   会社預け金 

これらは短期期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。 

（５）投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 
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（６）支払手形及び買掛金、並びに、（７）電子記録債務、（８）短期借入金 

これらは短期期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。 

（９）社債 

当社の発行する社債の時価は、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスク

を加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

（10）長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定

される利率で割り引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金

は金利スワップの特例処理の対象とされており（下記（11）参照）、当該金利スワッ

プと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される

合理的に見積もられる利率で割り引いて算定する方法によっております。 

（11）デリバティブ取引 

デリバティブ取引の時価は、取引先、金融機関等から提示された価格等により算定し

ております。金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借

入金と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて

記載しております（上記（10）参照）。 

為替予約の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている外貨建営業債権債務と一

体として処理されているため、その時価は、当該外貨建営業債権債務の時価に含めて

記載しております。（上記（２）、（６）参照） 

（注２）非上場株式（貸借対照表計上額 22,003 千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャ

ッシュ・フローを見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認め

られるため、「（５）投資有価証券」には含めておりません。 

（注３）関係会社株式 372,276 千円は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見

積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、貸借対

照表計上額、時価及びこれらの差額には含めておりません。 
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［賃貸等不動産に関する注記］ 

（１）賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社では、東海・北陸その他の地域において、賃貸用の事務所等（土地を含む。）を

有しております。 

（２）賃貸等不動産の時価等に関する事項 

                                 （単位：千円） 

貸借対照表計上額 
当期末の時価 

前期末残高 当期増減額 当期末残高 

921,836 △3,643 918,192 1,172,500 

（注）１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額でありま

す。 

２．当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて第三者機関で

算定した金額です。
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[関連当事者との取引に関する注記] 

１.親会社 

種類
会社等 

の名称 

議決権等 

の所有 

(被所有)割合

(％) 

関係内容 

取引の内容
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

役員の兼任等
関連当事者

との関係 

親会社 トピー工業(株) (被所有) 

直接 100.0 

なし 製鋼原料 

・設備の販売

製品の購入

施設の賃借

資金の貸付

製鋼原料・設

備の販売 
37,802,856 売掛金 5,237,824

製品の購入 24,188,521 買掛金 8,397,733

施設の賃借 162,691

投資その

他の資産

・その他

(流動資

産・その

他を含む

) 

32,298

長期貸付

金(1年内

含む) 

151,700

資金の貸付 502,880
関係会社

預け金 
3,528,430

利息の受取 3,210

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消 

費税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方法等

（１）上記会社への商品の販売については、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提

示し、価格交渉の上で決定しております。

（２）上記会社からの商品の購入については、市場実勢を勘案して当社が希望価格を

提示し、価格交渉の上で決定しております。

（３）上記会社との賃貸借契約については、近隣との取引実勢及び賃貸原価を勘案の

うえ、両者協議に基づいて決定しております。

（４）資金の貸付については、CMS（キャッシュ・マネジメント・サービス）にかか

るものであり、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。なお、

取引金額については、純額で表示しております。
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２.子会社 

種類 
会社等 

の名称 

議決権等 

の所有 

(被所有)割合

(％) 

関係内容 

取引の内容
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

役員の兼任等
関連当事者

との関係 

子会社 

(株)トージツ 直接 100.0 なし 製鋼原料の販

売 

製鋼原料加工

品の購入 

施設の賃貸 

製鋼原料・

設備の販売
588,262 売掛金 131,899

製品加工品

の購入 
6,331,788 買掛金 418,919

施設の賃貸 35,976 前受金 3,100

(株)オートピア 直接 100.0 役員2名 自動車部品 

・用品の販売
商品の販売 8,541 売掛金 2,392

三和工業(株) 直接 100.0 なし 鋼材の販売 

鋼材加工品の

購入 

鋼材の販売 45,676 売掛金 4,766

鋼材加工品

の購入 
322,037 買掛金 36,364

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消

費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方法等

   （１）上記会社への商品の販売については、市場実勢を勘案して当社が希望価格を

掲示し、価格交渉の上で決定しております。 

（２）上記会社からの商品の購入については、市場実勢を勘案して当社が希望価格を

提示し、価格交渉の上で決定しております。

（３）上記会社との賃貸借契約については、近隣との取引実勢及び賃貸原価を勘案の 

うえ、両者協議に基づいて決定しております。 
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３.関連会社 

種類 
会社等 

の名称 

議決権等 

の所有 

(被所有)割合

(％) 

関係内容 

取引の内容
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

役員の兼任等
関連当事者

との関係 

関連会社 明海リサイクルセ

ンター(株) 

直接 30.0 なし 製鋼原料の販

売 

製鋼原料加工

品の購入 

製鋼原料

・設備の

販売 

859,345 売掛金 181,051

製綱原料

加工品の

購入 

396,756 買掛金 50,991

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消

費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方法等

（１）上記会社への商品の販売については、市場実勢を勘案して当社が希望価格を

提示し、価格交渉の上で決定しております。

（２）上記会社からの商品の購入については、市場実勢を勘案して当社が希望価格

を提示し、価格交渉の上で決定しております。

４.兄弟会社等 

 種類
会社等 

の名称 

議決権等 

の所有 

(被所有)割合

(％) 

関係内容 

取引の内容
取引金額

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 
役員の兼任等

関連当事者

との関係 

親会社

の子会社

九州ホイール工業（

株） 

なし なし 自動車用部品

・工場設備・原

材料等の販売

自動車用

部品・設

備・原材

料の販売

619,675

受取手形 176,068

売掛金 62,668

トピー履帯インド

ネシア 

直接 3.2 なし 建設機械用部

品等の販売 

建設機械

用部品等

の販売 

1,395,369 売掛金 661,274

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消

費税等が含まれております。

   ２．取引条件及び取引条件の決定方法等

（１）上記会社への商品の販売については、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提

示し、価格交渉の上で決定しております。
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［１株当たり情報に関する注記] 

 １株当たり純資産額 1,099円29銭

 １株当たり当期純利益 101円08銭

［重要な後発事象に関する注記］

該当事項はありません。

［その他］

記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。


